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連結株主資本等変動計算書
（自

至
2024
2025

年
年
４
３
月
月
１
31
日
日）

（単位：千円）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 1,000,000 871,158 13,110,028 − 14,981,187

当期変動額

剰余金の配当 △304,113 △304,113
親会社株主に帰属する
当期純利益 2,554,330 2,554,330

自己株式の取得 △217 △217
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） −

当期変動額合計 − − 2,250,217 △217 2,249,999

当期末残高 1,000,000 871,158 15,360,245 △217 17,231,186

（単位：千円）

その他の包括利益累計額
純資産合計その他

有価証券
評価差額金

土地再評価
差額金

退職給付に係る
調整累計額

その他の
包括利益
累計額合計

当期首残高 607,996 244,509 4,187 856,693 15,837,880

当期変動額

剰余金の配当 △304,113
親会社株主に帰属する
当期純利益 2,554,330

自己株式の取得 △217
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） △175,313 △4,334 150,621 △29,025 △29,025

当期変動額合計 △175,313 △4,334 150,621 △29,025 2,220,974

当期末残高 432,683 240,175 154,809 827,668 18,058,855

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 注 記 表

（継続企業の前提に関する注記）
該当事項はありません。

（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）
１．連結の範囲に関する事項
（1）連結子会社の数 4社

連結子会社の名称 シマダヤ関東株式会社、シマダヤ東北株式会社、シマダヤ西日本株式会
社、シマダヤ商事株式会社

（2）非連結子会社の名称等
島田屋共和食品加工協同組合
（連結の範囲から除いた理由）

非連結子会社は、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金
（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないため、連結
の範囲から除外しております。

２．持分法の適用に関する事項
（1）持分法適用の関連会社数 なし
（2）持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社 １社

島田屋共和食品加工協同組合
（持分法を適用していない理由）

持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社は、当期純損益（持分に見合う額）及
び利益剰余金（持分に見合う額）等に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性
が乏しいため持分法の適用範囲から除外しております。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

４．会計方針に関する事項
（1）重要な資産の評価基準及び評価方法
①有価証券
その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの
決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原

価は総平均法により算定）を採用しております。
市場価格のない株式等
総平均法による原価法

②棚卸資産
先入先出法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）を採用しております。

（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法
①有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物(建物附属設備は
除く)並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採
用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物及び構築物 ６〜45年
機械装置及び運搬具 ４〜12年
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②無形固定資産(リース資産を除く)
定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定

額法を採用しております。
③リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

（3）重要な引当金の計上基準
①貸倒引当金

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定
の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

②役員賞与引当金
役員に対して支給する賞与の支出に備えて、当連結会計年度に見合う支給見込額に基づき計

上しております。
（4）収益及び費用の計上基準

当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当
該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。
当社は、国内の事業者及び一般消費者に対して製麺等の商品を販売しており、引き渡し等に

より顧客に支配が移転した時点で履行義務が充足されることとなりますが、収益認識に関する
会計基準の適用指針第98項の代替的な取扱いを適用し、出荷時点において収益を認識してお
ります。なお、商品の販売に関する対価については、商品の引き渡し又はサービス提供開始か
ら通常１年以内に支払を受けており、重要な金融要素の調整はしておりません。

（5）その他連結計算書類の作成のための重要な事項
退職給付に係る会計処理の方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる

方法については、期間定額基準によっております。
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度より費用
処理しております。
過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）によ

る定額法により費用処理しております。
なお、連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末

自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法によっております。

（会計方針の変更に関する注記）
（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号 2022年10月28
日。以下「2022年改正会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用しております。
法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改

正会計基準第20−３項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の
適用指針」（企業会計基準適用指針第28号 2022年10月28日。以下「2022年改正適用指針」
という。）第65−２項(2)ただし書きに定める経過的な取扱いに従っております。なお、当該会
計方針の変更による連結計算書類への影響はありません。
また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べる場合

の連結計算書類における取扱いの見直しに関連する改正については、2022年改正適用指針を当
連結会計年度の期首から適用しております。
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（会計上の見積りに関する注記）
・固定資産の減損
（1）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

（単位：千円）
当連結会計年度

有形固定資産 10,758,174
無形固定資産 76,154

（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
①算出方法

当社グループは、工場別に資産のグルーピングを行っており、工場損益の悪化、工場の主要
な資産の市場価格の著しい下落等により減損の兆候の有無を把握し、兆候が識別された資産に
関して、減損損失の認識の判定を行っております。なお、資産グループの将来キャッシュ・フ
ローの生成に寄与する共用資産に減損の兆候がある場合には、当該共用資産が関連する資産グ
ループに共用資産を加えた、より大きな単位で減損損失の認識の判定を行っております。
減損の兆候がある場合、当該資産グループから得られる割引前将来キャッシュ・フローの総

額が帳簿価額を下回る場合には、使用価値又は正味売却価額のいずれか高い方の金額まで帳簿
価額を減額し、当該減少額を減損損失として計上することとしております。

②主要な仮定
固定資産の減損損失の認識の判定にあたり、将来キャッシュ・フローの見積りは、将来計画

を基礎としており、当該計画に含まれる将来の売上高の予測や損益の見込みにあたっては、生
産見込みに基づく売上高と損益において、一定の仮定を設定しております。

③翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響
使用価値の算定に用いる将来キャッシュ・フローの基礎となる将来計画は、経済環境の変化

による不確実性を伴うとともに、経営者の主観的な判断も介在するため、仮定の見直しが必要
となった場合、連結計算書類に重要な影響を与える可能性があります。

（連結貸借対照表に関する注記）
１．担保に供している資産及び担保に係る債務
（1）担保に供している資産

建 物 400,854千円
土 地 1,153,958千円

計 1,554,813千円
（2）担保に係る債務

一年内返済予定の長期借入金 ―千円
長 期 借 入 金 ―千円

計 ―千円

２．有形固定資産の減価償却累計額 30,195,554千円

３．減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれております。

４．土地の再評価
土地の再評価に関する法律（1998年３月31日公布法律第34号）及び土地の再評価に関する

法律の一部を改正する法律（2001年３月31日公布法律第19号）に基づき、2002年３月31日
に事業用の土地の再評価を行っております。
なお、再評価差額については、土地の再評価に関する法律の一部を改正する法律（1999年３

月31日公布法律第24号）に基づき、当該再評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税
金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の
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部に計上しております。
・再評価の方法
土地の再評価に関する法律施行令（1998年３月31日公布政令第119号）第２条第３項に定
める、地方税法第341条第10号の土地の課税台帳に登録されている価格に合理的な調整を
行って算出しております。

・再評価を行った年月日 2002年３月31日
・再評価を行った土地の期末における時価と再評価後の帳簿価額との差額

△362,306千円

５．補助金受入れ等により有形固定資産の取得価額から控除している圧縮記帳額は、463,378千円で
あり、その内訳は、以下のとおりであります。

建 物 及 び 構 築 物 116,908千円
機 械 装 置 及 び 運 搬 具 344,343千円
そ の 他 ( 工 具 器 具 備 品 ) 2,125千円

（連結損益計算書に関する注記）
一般管理費に含まれる研究開発費 475,140千円

（連結株主資本等変動計算書に関する注記）
１．発行済株式に関する事項

普 通 株 式 15,205,697株

２．剰余金の配当に関する事項
（1）配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

2024年11月12日
取締役会 普通株式 304,113 20.00 2024年９月30日 2024年12月２日

（注）2024年９月30日を基準日として実施した中間配当については、当社の親会社であった株式会社メルコホール
ディングス（以下、「メルコホールディングス」という。）が、2024年10月１日を効力発生日として同社が保有
する当社株式の全株式を現物配当（金銭以外の財産による配当）により同社株主に分配することの効力発生前で
あるため、中間配当の受取人はメルコホールディングスとなります。
なお、メルコホールディングスは2025年４月１日付で株式会社バッファローに商号変更しております。

（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の
総額

（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

2025年５月20日
取締役会 普通株式 利益剰余金 486,578 32.00 2025年３月31日 2025年６月４日
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（金融商品に関する注記）
１．金融商品の状況に関する事項
（1）金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については安全性を最優先に考え、短期的な預金等に限定してお
ります。資金調達については必要に応じ金融機関からの借入により資金を調達しております。
デリバティブ取引は行わない方針であります。

（2）金融商品の内容及びそのリスク
営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。投資有価証券は、主に取

引先企業に関連する株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。
営業債務である買掛金は、全て１年以内の支払期日であります。ファイナンス・リース取引

に係るリース債務は、主に設備投資に必要な資金の調達を目的としたものであり、償還日は決
算日後、最長で約５年後であります。

（3）金融商品に係るリスク管理体制
①信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社は、与信管理規程に沿って、売掛金について取引先ごとに期日管理及び残高管理を行
い、主な取引先の信用状況を半年ごとに把握することでリスク低減を図っております。

②市場リスクの管理
投資有価証券については、主として株式であり、上場株式については毎月時価の把握を行っ

ております。政策保有目的で保持している株式について、取引先企業との関係を勘案して保有
状況を継続的に見直しております。

③資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
当社グループは、経理部が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、十分な手元流動性

と金融機関からの当座貸越枠を保持することによって流動性リスクを管理しております。
（4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用
することにより、当該価額が変動することもあります。

（5）信用リスクの集中
当期の連結決算日現在における営業債権のうち14.0％が特定の大口顧客に対するものであ

ります。

２．金融商品の時価等に関する事項
2025年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、以下の

とおりであります。
連結貸借対照表計上額

（千円） 時価（千円） 差額（千円）

投資有価証券 1,094,115 1,094,115 −
資産計 1,094,115 1,094,115 −

※ 現金及び預金、売掛金、買掛金、未払金、未払費用、未払法人税等については、現金であること、及び短期間で
決済されるため、時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。

３．金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３

つのレベルに分類しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成され

る当該時価の算定の対象となる資産または負債に関する相場価格により算定し
た時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の
時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
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時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプッ
トがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類
しております。

（1）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
投資有価証券
その他有価証券
株式 1,094,115 − − 1,094,115

資産計 1,094,115 − − 1,094,115
（2）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

重要性が乏しいため記載を省略しております。

(注) 時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
投資有価証券
上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているた

め、その時価をレベル１の時価に分類しております。

（賃貸等不動産に関する注記）
重要性が乏しいため記載を省略しております。

（収益認識に関する注記）
１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当社グループは、食品事業のみの単一セグメントであり、顧客との契約から生じる収益の区分
は概ね単一であることから、収益を分解した情報の重要性が乏しいため、記載を省略しておりま
す。なお、顧客との契約から生じる収益以外の収益はありません。

２．収益を理解するための基礎となる情報
収益を理解するための基礎となる情報は、「連結注記表（連結計算書類の作成のための基本と

なる重要な事項に関する注記等）４．会計方針に関する事項（4）収益及び費用の計上基準」に
記載のとおりであります。

３．当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
（1）契約資産及び契約負債の残高等

当社グループの顧客との契約から生じる債権は、売掛金であります。契約資産及び契約負債
の残高はありません。

（2）残存履行義務に配分した取引価格
当社グループでは、個別の予想契約期間が１年を超える重要な取引がないため、実務上の便

法を適用し、残存履行義務に関する情報の記載を省略しております。また、顧客との契約から
生じる対価の中に、取引価格に含まれていない重要な金額はありません。

（１株当たり情報に関する注記）
１株当たり純資産額 1,187円65銭
１株当たり当期純利益 167円99銭
（注）当社は2024年７月31日付で普通株式１株につき1.43749676211724株の割合で株式分割を行っております

が、当連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利
益を算定しております。
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（重要な後発事象に関する注記）
該当事項はありません。
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株主資本等変動計算書
（自

至
2024
2025

年
年
４
３
月
月
１
31
日
日）

（単位：千円）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 利益準備金
その他利益剰余金

固定資産
圧縮積立金

別途
積立金

当期首残高 1,000,000 661,000 250,000 2,678 7,001,000

当期変動額

剰余金の配当

固定資産圧縮積立金の取崩 △459

当期純利益

自己株式の取得
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当期変動額合計 − − − △459 −

当期末残高 1,000,000 661,000 250,000 2,219 7,001,000

（単位：千円）

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本
合計

その他利益剰余金
利益剰余金
合計繰越利益

剰余金
当期首残高 4,629,616 11,883,294 − 13,544,294

当期変動額

剰余金の配当 △304,113 △304,113 △304,113

固定資産圧縮積立金の取崩 459 − −

当期純利益 2,112,229 2,112,229 2,112,229

自己株式の取得 − △217 △217
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） − −

当期変動額合計 1,808,575 1,808,116 △217 1,807,898

当期末残高 6,438,191 13,691,410 △217 15,352,193
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（単位：千円）

評価・換算差額等
純資産合計その他有価証券

評価差額金
土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

当期首残高 607,996 244,509 852,506 14,396,800

当期変動額

剰余金の配当 △304,113

固定資産圧縮積立金の取崩 −

当期純利益 2,112,229

自己株式の取得 △217
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） △175,313 △4,334 △179,647 △179,647

当期変動額合計 △175,313 △4,334 △179,647 1,628,251

当期末残高 432,683 240,175 672,859 16,025,052

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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個 別 注 記 表

（継続企業の前提に関する注記）
該当事項はありません。

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
１．資産の評価基準及び評価方法
（1）有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式………………総平均法による原価法
その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの………期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額

は、全部純資産直入法により処理し、売却原価
は、総平均法により算定）

市場価格のない株式等……………………総平均法による原価法
（2）棚卸資産の評価基準及び評価方法

主として先入先出法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）を採用しており
ます。

２．固定資産の減価償却方法
（1）有形固定資産（リース資産を除く）……………………………定率法

ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）並びに
2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法
を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物 ８年〜41年
構築物 10年〜30年
機械及び装置 ５年〜12年
工具器具備品 ４年〜15年

（2）無形固定資産（リース資産を除く）……………………………定額法
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５
年）に基づく定額法を採用しております。

（3）リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しておりま
す。

― 11 ―

2025年05月20日 12時43分 $FOLDER; 12ページ （Tess 1.50(64) 20250213_01）



３．引当金の計上基準
（1）貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収
不能見込額を計上しております。

（2）役員賞与引当金 役員に対して支給する賞与の支出に備えて、当事業年度に見合う支給見込額
に基づき計上しております。

（3）退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込
額に基づき、当事業年度末に発生している額を計上しております。
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度までの期間に帰
属させる方法については、期間定額基準によっております。
数理計算上の差異は、各期の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内
の一定の年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌
事業年度より費用処理しております。
過去勤務費用については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一
定の年数（10年）による定額法により費用処理しております。

４．収益及び費用の計上基準
当社は、国内の事業者及び一般消費者に対する麺類の販売を主な収益源としています。
顧客への商品の販売において、当社は販売契約に基づいて商品を引き渡す履行義務を負ってお

り、引き渡し等により顧客に支配が移転した時点で履行義務が充足されることになります。
ただし、国内販売においては、出荷時から当該商品の支配が顧客に移転される時までの期間が

通常の期間であるため、収益認識に関する会計基準の適用指針第98項の代替的な取扱いを適用
し、出荷時に収益を認識しております。

５．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
退職給付に係る会計処理
退職給付に係る未認識数理計算上の差異、未認識過去勤務費用の会計処理の方法は、計算書類

におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。

（会計方針の変更に関する注記）
（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号 2022年10月28日。
以下「2022年改正会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用しております。
法人税等の計上区分に関する改正については、2022年改正会計基準第20−３項ただし書きに定

める経過的な取扱いに従っております。なお、当該会計方針の変更による計算書類への影響はあり
ません。

（表示方法の変更に関する注記）
（貸借対照表関係）

前事業年度において、区分掲記しておりました「投資その他の資産」の「保険積立金」「敷金」
「保証金」は、金額的重要性が乏しくなったため、当事業年度から「その他」に含めて表示してお
ります。
前事業年度において、区分掲記しておりました「流動負債」の「未払消費税等」は、金額的重要

性が乏しくなったため、当事業年度から「その他」に含めて表示しております。
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（会計上の見積りに関する注記）
１．関係会社株式の評価
（1）当事業年度の計算書類に計上した金額

（単位：千円）
当事業年度

関係会社株式 2,850,017

（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
①算出方法

当社は、一般に公正妥当と認められる会計基準に準拠して作成した各関係会社の計算書類を
基礎とした１株当たりの純資産額、若しくは１株当たりの純資産額に買収時において認識した
超過収益力を反映させたものを実質価額として、当該実質価額と取得原価とを比較し、減損処
理の要否を判定しております。

②主要な仮定
減損処理の要否及び実施する場合の金額は、純資産の回復可能性、超過収益力の毀損の有無

及び毀損している場合の当該毀損金額に依存しており、関係会社株式の評価における重要な仮
定は、主に関係会社の将来計画における収益性の見込みとなります。

③翌事業年度の計算書類に与える影響
上記の仮定は、将来の不確実な経済条件の変動等の結果によって影響を受ける可能性があ

り、見直しが必要となった場合、計算書類に重要な影響を与える可能性があります。

２．固定資産の減損
（1）当事業年度の計算書類に計上した金額

（単位：千円）
当事業年度

有形固定資産 2,958,151
無形固定資産 59,989

（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
連結注記表（会計上の見積りに関する注記）に記載した内容と同一であります。

（貸借対照表に関する注記）
１．担保に供している資産及び担保に係る債務
（1）担保に供している資産

建 物 400,854千円
土 地 1,153,958千円

計 1,554,813千円
（2）担保に係る債務

一年内返済予定の長期借入金 ー千円
長 期 借 入 金 ー千円

計 ー千円

２．有形固定資産の減価償却累計額 4,390,511千円

３．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務
短 期 金 銭 債 権 2,466,752千円
長 期 金 銭 債 権 1,689,825千円
短 期 金 銭 債 務 2,173,152千円
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４．土地の再評価
土地の再評価に関する法律（1998年３月31日公布法律第34号）及び土地の再評価に関する

法律の一部を改正する法律（2001年３月31日公布法律第19号）に基づき、2002年３月31日
に事業用の土地の再評価を行っております。
なお、再評価差額については、土地の再評価に関する法律の一部を改正する法律（1999年３

月31日公布法律第24号）に基づき、当該再評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税
金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の
部に計上しております。
・再評価の方法
土地の再評価に関する法律施行令（1998年３月31日公布政令第119号）第２条第３項に定
める、地方税法第341条第10号の土地の課税台帳に登録されている価格に合理的な調整を
行って算出する方法により算出

・再評価を行った年月日 2002年３月31日
・再評価を行った土地の期末における時価と再評価後の帳簿価額との差額

△362,306千円

５．補助金受入れ等により有形固定資産の取得価額から控除している圧縮記帳額は、74,410千円で
あり、その内訳は、以下のとおりであります。

建 物 72,451千円
構 築 物 1,958千円

（損益計算書に関する注記）
関係会社との取引高

仕 入 高 26,562,705千円
そ の 他 の 営 業 費 用 164,686千円
営 業 取 引 以 外 の 取 引 高 22,265千円

（株主資本等変動計算書に関する注記）
当事業年度の末日における自己株式の数

普 通 株 式 130株
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（税効果会計に関する注記）
１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
未払事業税 25,127千円
未払賞与 99,238千円

貸倒引当金 1,915千円
退職給付引当金 283,827千円

連結納税加入時の時価評価 390,516千円
子会社株式の投資簿価修正 668,610千円

その他 57,062千円
繰延税金資産小計 1,526,295千円

評価性引当額 △1,036,199千円
繰延税金資産合計 490,096千円

繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 △140,026千円

固定資産圧縮積立金 △1,009千円
連結納税加入時の時価評価 △77,420千円

繰延税金負債合計 △218,455千円

繰延税金資産の純額 271,641千円

上記以外に土地再評価に係る繰延税金資産及び負債があり、その内訳は以下のとおりでありま
す。

土地再評価に係る繰延税金資産
土地再評価に係る繰延税金資産 28,247千円

評価性引当額 △28,247千円
土地再評価に係る繰延税金資産合計 ー千円

土地再評価に係る繰延税金負債
土地再評価に係る繰延税金負債 △151,797千円

土地再評価に係る繰延税金負債の純額 △151,797千円

２．法人税等の税率変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正
税法の改正に伴い、2026年4月1日以後開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異等

に係る繰延税金資産及び繰延税金負債については、法定実効税率を30.62％から31.52％に変更
し計算しております。
この変更により、当事業年度の繰延税金資産（繰延税金負債の金額を控除した金額）が7,062

千円増加し、法人税等調整額が同額減少しております。
また、土地再評価に係る繰延税金負債は4,334千円増加し、土地再評価差額金が同額減少して

おります。

３．グループ通算制度から単体納税制度への移行
当社は、当事業年度よりグループ通算制度から単体納税制度に移行しております。
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（リースにより使用する固定資産に関する注記）
１．ファイナンス・リース取引（借主側）

所有権移転外ファイナンス・リース取引
（1）リース資産の内容

有形固定資産
主として、コンピュータ機器（工具器具備品）であります。

（2）リース資産の減価償却の方法
重要な会計方針に係る事項に関する注記「２．固定資産の減価償却方法」に記載のとおりであ

ります。

２．オペレーティング・リース取引（解約不能のもの）（借主側）
未経過リース料

１ 年 以 内 61,300千円
１ 年 超 183,902千円

計 245,203千円
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（関連当事者との取引に関する注記）

子会社及び関連会社等

属性 会社等
の名称

議決権等の
所有(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

（千円） 科目 期末残高
（千円）

子会社 シマダヤ関東
㈱

（所有）
直接100.0
間接 ―

当社商品の
製造・資金の
援助・役員の

兼任

商品の仕入 16,194,408 買掛金 1,306,573
原材料の
譲渡等 10,041,081 未収入金 811,201

資金の返済 317,910
一年内回収予
定の関係会社
長期貸付金

253,980

資金の貸付 230,000 関係会社長期
貸付金 474,820

利息の受取 4,896 − −

子会社 シマダヤ東北
㈱

（所有）
直接100.0
間接 ―

当社商品の
製造・資金の
援助・役員の

兼任

商品の仕入 5,848,179 買掛金 522,666
原材料の
譲渡等 3,272,346 未収入金 283,296

資金の返済 839,650
一年内回収予
定の関係会社
長期貸付金

636,480

資金の貸付 670,000 関係会社長期
貸付金 736,615

利息の受取 9,447 − −

子会社 シマダヤ西日
本㈱

（所有）
直接100.0
間接 ―

当社商品の
製造・資金の
援助・役員の

兼任

商品の仕入 4,518,917 買掛金 331,140
原材料の
譲渡等 2,245,930 未収入金 172,615

資金の返済 434,170
一年内回収予
定の関係会社
長期貸付金

308,770

資金の貸付 310,000 関係会社長期
貸付金 478,390

利息の受取 5,941 − −

取引条件及び取引条件の決定方針等
（1）当社商品の価格は当社商品の市場価格並びに原価構成を勘案して決定しております。
（2）原材料の仕入価格は原則当社の原価において支給しております。
（3）シマダヤ関東㈱、シマダヤ東北㈱、シマダヤ西日本㈱に対する貸付については市場金利を勘案して、利率を合理

的に決定しております。
（4）取引金額には消費税等は含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。
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（収益認識に関する注記）
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、連結注記表と同一であります。

（１株当たり情報に関する注記）
１株当たり純資産額 1,053円89銭
１株当たり当期純利益 138円91銭
（注）当社は2024年７月31日付で普通株式１株につき1.43749676211724株の割合で株式分割を行っております

が、当事業年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益を
算定しております。

（重要な後発事象に関する注記）
該当事項はありません。

（連結配当規制適用会社に関する注記）
当社は、当事業年度の末日が最終事業年度の末日となる時後、連結配当規制適用会社となります。
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